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〔論文要旨〕
肢体不自由児の社会適応性に関する評価方法や，その能力に影響を及ぼす因子については未だ明らかになってい

ない。そこで本研究は，肢体不自由児における社会適応能力検査の基準関連妥当性，および社会適応能力の関連因
子を検討することを目的とした。妥当性の検討では，肢体不自由児を対象に，社会適応能力評価は ASA 旭出式社
会適応スキル検査（以下，ASA）を用い，外的基準に Vineland- Ⅱ適応行動尺度（以下，Vineland）を使用して，
相関分析を実施した。また，関連因子の検討では，年齢，親子分離経験合計日数，粗大運動能力，日常生活能力，
言語コミュニケーション能力，Quality of Life 得点，問題行動得点を独立変数とし，強制投入法による重回帰分析
を実施した。Vineland の適応行動総合点と ASA の総得点の相関係数は0.81であり，下位項目では中～高等度の正
の相関関係を示した。また，重回帰分析の結果，社会適応能力と有意に関連する因子として，言語コミュニケーショ
ン能力（β＝0.81）と年齢（β＝0.21），問題行動得点（β＝－ 0.18）が抽出された。以上より，妥当性の検討では，
検査間において高い一貫性がみられたことから，ASA は肢体不自由児の社会適応性を評価するうえで十分な基準
関連妥当性があると確認された。また，社会適応能力の関連因子の検討では，親子分離経験のような環境因子より
も，年齢やコミュニケーション能力，そして問題行動といった因子が関与していると示唆された。
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Ⅰ．は じ め に

脳性麻痺児をはじめとする肢体不自由児は，青年期
において活動や社会参加が制限されていることがこれ
まで報告されている1，2）。そのため，近年のリハビリ
テーション分野では児童の機能面だけでなく，活動や
社会参加への支援について注目が集まっている3）。こ
のような支援について脳性麻痺リハビリテーションガ
イドラインでは，「脳性麻痺者の社会参加経験は家族
に依存した状態では拡大に限界があるため，家族以外
の社会参加支援の仕組み作りと，本人に力をつけても
らう社会生活力プログラムの実施が勧められるが，十
分な科学的根拠はない」と紹介されており，さらに「脳
性麻痺者の社会参加を消極的にする原因の一つに依存

傾向や自信の少なさがある。自信をもって積極的な社
会参加を促進するために，自立生活プログラムやピア
カウンセリングが勧められるが，十分な科学的根拠は
ない」とも述べられている4）。岡川は，脳性麻痺者だ
けでなく身体的に不自由さがある肢体不自由児・者に
とって，最終的な目標は「社会参加」であることを主
張している5）。つまり，肢体不自由児・者の社会参加
に関する十分な知見が必要であると考えられる。

肢体不自由児を対象とした社会参加に関する研究は
国内外でいくつか存在しているが，その評価方法には
違いがある。国外の研究では主に，Vineland- Ⅱ適応
行動尺度（以下，Vineland）が用いられている3，6～8）。
そして，本邦においては，S-M 社会生活能力検査表

（以下，SM）のような，保護者のアンケート回答によ
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る評価方法が存在する9）。肢体不自由児を対象とした
先行研究で使用されている SM は，1980年に改訂され
た版が使用されており，時代に合った求められる能力
を反映できていないことが指摘されている。また，評
価内容が「できる」または「できない」の２段階評価
であるため，段階的な評価をすることができない10，11）。
その意図を汲み，新たに社会適応性という，知的発達
水準，情報処理能力，学力，運動機能，行動特性など
さまざまな観点が複合された能力を評価するためのス
ケールとして，ASA 旭出式社会適応スキル検査（以
下，ASA）が開発された11）。社会適応とは，健常児だ
けでなく脳損傷児にとっても集団の一員としての意識
や配慮といった社会生活を営むうえで重要な項目であ
ると，竹田は定義している12）。肢体不自由児においても，
社会適応能力は社会参加や社会生活を支える重要な能
力であり，十分な社会参加支援を行うためには適切な
評価が必要である。しかしながら，ASA を肢体不自
由児に適用する試みは，今までなされてこなかった。

われわれはこれまで，社会適応能力に影響を及ぼす
重要要因として，「親子分離経験」に焦点を当て，親
子分離経験の有無が脳性麻痺児の社会適応能力に与え
る影響について検討を行ったところ，親子分離を経験
した群において有意な社会適応能力の向上的な変化が
認められた13）。しかしながら，親子分離経験の回数に
よる変化を考慮することができておらず，社会適応能
力に影響を与える要因は未だ不透明なままである。肢
体不自由児の外出行動を阻害している環境要因に関す
る知見や，身辺自立・移動・作業といった能力が肢体
不自由児の就職に影響を与えるといった先行研究か
ら，児童の「個人因子」や「環境因子」，また ICF（国
際生活機能分類）における「心身機能・身体構造」や「活
動」が，社会適応性に与える影響は大きいと考えられ
る9，14）。

さらに，学齢期の脳性麻痺児において不適応行動
を示す確率は約40％あるとされ，Weber らは障害児
の幼児期から成人期までの心理的・社会的問題が持
続することに対して，早期介入の重要性を強調して
いる7，8）。近年，社会的問題行動に関連して，Quality 
of Life（以下，QOL）の視点が心理社会的支援の支援
計画や効果判定の際に求められている15）。肢体不自由
児においても，問題行動の減少や QOL の高さは社会
適応性の発達に寄与し得ると推測できるが，そのエビ
デンスは未だ明らかになっていない。

そのため，本研究の目的は，肢体不自由児における
社会適応能力評価の妥当性を検討すること，そして肢
体不自由児における社会適応能力に影響を与える要因
を検討することとした。

Ⅱ．対象と方法

本研究は，２つの調査研究から構成される。「肢体
不自由児における社会適応能力評価の妥当性の検討」
を調査１とし，「肢体不自由児の社会適応能力の関連
因子の検討」を調査２とする。

１．研究対象者

調査１の対象は，肢体不自由児26人（男児：11人，
女児：15人，年齢：11.65±2.15歳）で，疾患の内訳は，
脳性麻痺20人，神経筋疾患４人，脊椎疾患２人であっ
た。そして，調査２の対象は，肢体不自由児50人（男児：
28人，女児：22人，年齢：12.39±2.83歳）で，疾患の
内訳は，脳性麻痺32人，神経筋疾患７人，脳症による
後遺症５人，脊椎疾患４人，遺伝疾患２人であった。

本研究で用いたアンケート調査は，日本肢体不自由
児協会が主催する療育キャンプに参加する児童の保護
者，および特別支援学校１校に通う児童の保護者に協
力を依頼した。そのため，アンケート調査の回答はす
べて保護者によるものであり，すべての研究対象者の
保護者に，十分なインフォームドコンセントを書面で
行い署名にて同意を得た。本研究は，首都大学東京
荒川キャンパス研究安全倫理審査委員会（承認番号：
17111）の承認を得て実施した。

２．方　法

研究対象児の社会適応能力の評価には ASA を使
用した3）。ASA は，４つの下位項目スキル（言語，
日常生活，社会生活，対人関係）から構成され，それ
ぞれの項目はいくつかの質問で構成されており，０点

（できない），１点（できたりできなかったりする／促
されればできる），２点（いつもできる／自発的にで
きる）の３段階の回答が求められる（表１）。求めら
れた下位項目の得点を算出し，その合計値である全検
査スキル得点を今回の調査で使用した。前述したよう
に，ASA による評価は，時代に合った評価内容になっ
ていることや，３段階の回答基準により，段階的な評
価を行うことが可能となっている点においてメリット
がある。
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調査１では，外的基準として Vineland を使用して，
肢体不自由児における ASA の基準関連妥当性を検討
した。Vineland は，対象者の様子をよく知っている
回答者（保護者や介護者など）に半構造化面接を行い，
対象者の適応行動の全体的な発達水準を求める検査で
ある。本研究では，３つの適応行動領域（コミュニケー
ション，日常生活スキル，社会性）と下位項目それぞ
れの合計得点を算出し，標準化された適応行動総合点
に変換して使用した。

調査２では，ICF の構成要素をもとに独立変数を選
出した。「個人因子」には年齢を，「環境因子」には親
子分離経験合計日数を，「心身機能・身体構造」には
粗大運動能力評価の Gross Motor Function Classifica-
tion System（以下，GMFCS）を，「活動」には日常
生活動作（ADL）評価の Barthel Index（以下，BI）と，
言語能力評価の Ability for Basic Language and com-
munication Scale for Children（以下，ABLS-C）を調
査した。そして，QOL 評価の Kid-& Kiddo-KINDL 
Parents’Questionnaire KINDL® Japanese Version（以
下，KINDL）と，問題行動評価の子どもの強さと困
難さアンケート（以下，SDQ）を，社会適応能力と
の関連指標として使用した。親子分離経験合計日数は，
アンケート調査にてこれまで経験した親子分離を伴う
外泊イベントとして，修学旅行やショートステイ，療
育キャンプなど，できるだけ詳細に記載をしていただ
き，その合計日数を算出した。GMFCS は子どもの座
位能力，および移動能力を中心とした粗大運動能力の
評価スケールで，５段階の評価に分類される。BI は
10項目で構成された ADL 評価スケールで，各項目の
評価の基準が具体的に設定されており，自立度（自立・
部分介助・全介助など）に応じて０～15点（２～４段階）
で評価される。先行研究において，BI は脳性麻痺児
の身体機能の程度を適切に測定できる尺度であると示

されている16）。橋本らが開発した ABLS-C は，覚醒，
言語理解，言語表現，明瞭度，社会性の５項目で構成
され，それぞれ０，１，２，３の４段階で対象児の最大
限の能力から評価点をつける17）。KINDL は，対象者
の疾患や障害の有無にかかわらず使用可能な包括的で
簡易的な QOL 尺度で，下位項目は，身体の状態，心
の状態，自分自身，家族との様子，友だちとの様子，
学校生活の６つで構成されている18）。24の質問項目に
対して，「ぜんぜんない」，「ほとんどない」，「ときどき」，

「たいてい」，「いつも」の５段階で回答し，合計得点
を算出し使用した。SDQ は，多側面における行動上
の問題に関するスクリーニング尺度であり，情緒の
問題（Emotional Symptoms：ES），行為の問題（Con-
duct Problems：CP），多動／不注意（Hyperactivity/
Inattention：HI），仲間関係の問題（Peer Problems：
PP），向社会的な行動（Prosocial Behavior：PB）の
５つの領域から構成されている19）。それぞれの質問に
対して，「あてはまる」，「まああてはまる」，「あては
まらない」の３段階で回答され，総合的困難さ（Total 
difficulties score：TDS）は，PB を除く４つの下位尺
度の合計得点から算出し使用した。

３．統計解析

調査１では，ASA で算出された得点に対して，
Vineland の得点を Pearson の積率相関係数を使用
して相関を求め，脳性麻痺児における ASA の基準
関連妥当性を検証した。調査２では，単変量解析と
して ASA 総得点と，年齢，親子分離経験合計日数，
GMFCS，BI，ABLS-C 得点，KINDL 得点，SDQ-
TDS 得点を Spearman の相関係数により検討した。
次に多変量解析として，ASA 総得点を従属変数に，
年齢，GMFCS，BI，ABLS-C 得点，親子分離経験合
計日数，KINDL 得点，SDQ 得点を独立変数に投入し
た重回帰分析（強制投入法）を行った。そして，多重
共線性の問題に関して，すべての変数の分散インフレ
係数（以下，VIF）が10以下であることを確認した。
いずれの検定も優位水準は５％以下とした。検定には
統計解析ソフト（IBM SPSS Statics 24）を用いた。

Ⅲ．結　　　果

１．調査１

研究対象児の GMFCS レベルは，Ⅰ：１人・Ⅱ：２人・
Ⅲ：11人・Ⅳ：３人・Ⅴ：９人であった。ASA では

表１　ASA の下位項目スキル
スキル 内容
言語

（114点） 基本的な言語理解や言語表出に関するスキル

日常生活
（62点） 家の中での生活に必要なスキル

社会生活
（104点） 家の外や地域での生活に必要なスキル

対人関係
（104点） 対人的なやりとりや集団参加に必要なスキル

ASA：ASA 旭出式社会適応スキル検査
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年齢区分ごとの標準得点が算出されないため粗点を使
用し，Vineland の標準点との基準関連妥当性を検討
した（表２）。Vineland の適応行動総合点と ASA の
総得点の相関は0.81であり，高い一貫性がみられた。
また，いずれの下位項目においても高い相関関係を示
しており，ASA と Vineland の下位項目の中で同様な
スキルが求められる項目は，相対的に強い相関を示し
た。

２．調査２

研究対象児の ASA 総合点は246.60±92.47点，年齢
は12.48±2.88歳，親子分離経験合計日数11.78±11.81
日，GMFCS レベルはⅠ：０人・Ⅱ：４人・Ⅲ：20人・
Ⅳ：９人・Ⅴ：17人，BI は43.50±26.98点，ABLS-C
は14.08±1.77点，KINDL 合 計 点 は94.64±10.56点，

表２　ASA と Vineland の相関関係
Vineland- Ⅱ適応行動尺度

（標準化得点）
ASA 旭出式社会適応スキル検査

言語 日常生活 社会生活 対人関係 総得点
コミュニケーション 0.82** 0.73** 0.87** 0.73** 0.85**

受容言語 0.74** 0.48* 0.68** 0.57** 0.68**
表出言語 0.81** 0.59** 0.85** 0.75** 0.83**
読み書き 0.76** 0.82** 0.79** 0.65** 0.79**

日常生活スキル 0.56** 0.65** 0.68** 0.62** 0.66**
身辺自立 0.36 0.46* 0.47* 0.48* 0.46*
家事 0.23 0.39 0.17 0.32 0.28
地域生活 0.63** 0.65** 0.78** 0.61** 0.71**

社会性 0.74** 0.68** 0.84** 0.81** 0.83**
対人関係 0.67** 0.62** 0.74** 0.72** 0.74**
遊びと余暇 0.73** 0.63** 0.84** 0.75** 0.80**
コーピング 0.63** 0.59** 0.67** 0.72** 0.70**

適応行動総合点 0.73** 0.74** 0.84** 0.74** 0.81**
*：p＜0.05，**：p＜0.01

表３　研究対象者の全データ
平均値 標準偏差 最小値 - 最大値

ASA 総合点 246.60 92.47 14-369
年齢 12.48 2.88 8-18
親子分離経験合計日数 11.78 11.81 0-47
GMFCS 3.78 1.02 2-5
BI 43.50 26.98 0-100
ABLS-C 14.08 1.77 7-15
KINDL 合計点 94.64 10.56 70-118
SDQ（TDS） 9.02 4.32 1-18
ASA：ASA 旭出式社会適応スキル検査
GMFCS：Gross Motor Function Classification Scale
BI：Barthel Index
ABLS-C：Ability for Basic Language and communication Scale for Children
KINDL：Kid-& Kiddo-KINDL Parents’Questionnaire KINDL® Japanese Version
SDQ（TDS）：Strength and Difficulties Questionnaire（Total difficulties score）

表４　ASA と因子との相関関係

年齢 親子分離
経験合計日数 GMFCS BI ABLS-C KINDL SDQ（TDS）

ASA r 値 － 0.002 － 0.137 － 0.130 0.344* 0.852** － 0.020 － 0.469**
年齢 r 値 0.462** － 0.047 0.054 － 0.240 － 0.316* 0.214
親子分離経験合計日数 r 値 0.064 － 0.091 － 0.233 － 0.079 0.064
GMFCS r 値 － 0.664** 0.044 0.088 － 0.087
BI r 値 0.244 － 0.273 0.159
ABLS-C r 値 0.099 － 0.475**
KINDL r 値 － 0.419**

*：p＜0.05，**：p＜0.01ASA：ASA 旭出式社会適応スキル検査
GMFCS：Gross Motor Function Classification Scale
BI：Barthel Index
ABLS-C：Ability for Basic Language and communication Scale for Children
KINDL：Kid-& Kiddo-KINDL Parents’Questionnaire KINDL® Japanese Version
SDQ（TDS）：Strength and Difficulties Questionnaire（Total difficulties score）
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SDQ-TDS は9.02±4.32点であった（表３）。
ASA総合点は，BI（p＜0.05），ABLS-C（p＜0.01），

SDQ-TDS（p ＜0.01）と有意な相関関係にあった
（表４）。しかし，ASA 総合点を従属変数に投入した
重回帰分析で，有意な関連要因として抽出された因子
は，年齢，ABLS-C，SDQ-TDS であり，BI は含ま
れなかった（表５，図）。また，VIF 値は1.33～2.54の
範囲であった。よって，各モデルの回帰式に多重共線
性の問題はないことが確認された。

Ⅳ．考　　　察

１．調査１

既存の非構造化面接により適応行動能力を測る尺
度である Vineland と比較し，肢体不自由児におけ
る ASA の基準関連妥当性を検証した結果，ASA と
Vineland のどちらの下位項目も比較的高い相関を示
した。先行研究との相違点として，Vineland のコミュ

ニケーションと日常生活スキルが，ASA の社会生活
スキルや対人関係スキルと，高い相関を示している
ことが挙げられる20）。つまり，肢体不自由児において
は，社会適応性の要素はいずれも偏りを持って発達す
るものではなく，コミュニケーションの発達は同時に
対人関係の発達にも影響し，日常生活スキルの発達は
社会生活スキルの発達にも影響を与える。このように，
ASA の下位項目のような能力が相互作用するように
して発達していると考えられる。宇佐美らは ASA の
特徴について，回答の基準が細かいことや，定型発達
どおりの経過を示さない児童の実態把握が可能なこと
を挙げている11）。つまり，肢体不自由児においては社
会適応性の発達のなかでも，身体機能により遂行する
ことが困難なスキルがある場合，ASA はその点を考
慮した実態把握が可能であり，同年齢児と比較段階を
評価することができると考えられる。また，Vineland
は半構造化面接による評価方法であり，利用するには
時間を要するだけでなく熟練したカウンセリングスキ
ルを要するため，臨床で使用される場合には限界があ
ると考えられる。それに対して，ASA は子どもの様
子をよく知っている人（保護者や担任の先生）が回答
するアンケート形式の評価方法であるため，教育現場
や専門機関でより簡便に評価が可能である。

肢体不自由児の社会性に関連する機能自立度評価に
は，PEDI（子どもの能力低下評価法）や WeeFIM（機
能的自立度評価法）が広く使用されているが，これら
の評価の適応年齢は６ゕ月から７歳までと，幼児期が
中心となっている。しかし，ASA は幼児期から高校
生までを適応年齢としており，対象児の経年的変化を

表５　重回帰分析の結果
従属変数 独立変数 β標準化偏回帰係数 p 偏相関係 VIF

ASA 総合点 年齢 0.208 <0.05 0.373 1.445
親子分離経験合計日数 － 0.026 >0.05 － 0.053 1.330
GMFCS － 0.127 >0.05 － 0.200 2.085
BI 0.054 >0.05 0.079 2.536
ABLS-C 0.810 <0.01 0.814 1.816
KINDL － 0.087 >0.05 － 0.168 1.405
SDQ（TDS） － 0.183 <0.05 － 0.309 1.719
R2乗 0.816 分散分析有意確率 <0.01

ASA：ASA 旭出式社会適応スキル検査
GMFCS：Gross Motor Function Classification Scale
BI：Barthel Index
ABLS-C：Ability for Basic Language and communication Scale for Children
KINDL：Kid-& Kiddo-KINDL Parents’Questionnaire KINDL® Japanese Version
SDQ（TDS）：Strength and Difficulties Questionnaire（Total difficulties score）

R² = 0.1182

総
合

点
（

点
）

（点）
ASA：ASA旭出式社会適応スキル検査　　BI：Barthel Index

図　ASA 総合点と BI の相関
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見ることができる。そのため，幼児期には対象児の機
能自立度と社会適応性を合わせて評価することで社会
性を詳細に把握できると考えられる。そして，肢体不
自由児の社会性に関する評価として，宮本らにより社
会生活力評価マニュアル（青少年版 Ver4.0）が開発
された10）。ASA と同様にこの評価マニュアルは，こ
れまで主に社会性評価に使用されてきた SM について

「できる」または「できない」の２段階評価の問題点
を指摘しており，４段階または５段階の評価が可能と
なっている。ASA との相違点としては，ASA が保護
者による回答から評価を行うのに対して，社会生活力
評価マニュアルでは，看護師や理学療法士などの医療
スタッフや保育士などが評価を行う。ただし，この評
価マニュアルはその名前に含まれているように，「社
会生活」のスキルを主に評価する指標である。「社会
生活」のスキルは，ASA で下位項目に設定されており，
検査内容も ASA の方がより細分化された評価が可能
であることがわかる。つまり，学齢期の肢体不自由児
には評価場面に合わせてこれらの評価方法を使い分け
ることで，肢体不自由児における社会性の評価をより
充実させることができると考えられる。

外部基準として用いた Vineland は，国際的には適
応行動を測定する標準化されたツールとして，知的
障害や精神障害，神経発達症だけでなく，脳性麻痺
をはじめとする肢体不自由児にも使われているほか，
ダウン症候群やアンジェルマン症候群，ヌーナン症
候群などの先天性疾患を有する児童にも使用されて
いる3，6～8，21～23）。ただし，肢体不自由児を対象として作
成された評価ツールではないことから，Vineland の
外的基準としての適切性は低いと考えられる。そのた
め，今後の研究では，そのほかの社会性を評価する指
標や，ASA の構成概念を踏まえた指標との関係性か
ら，肢体不自由児における ASA の妥当性を詳細に検
討する必要がある。

２．調査２

肢体不自由児における社会適応能力に影響を与える
要因を検討するために重回帰分析を行った結果，年
齢，コミュニケーション能力，そして問題行動が関係
していることが示された。それぞれの相関関係から，
年齢とコミュニケーション能力は高く，問題行動が少
ないほど，社会適応能力は向上することがわかった。
Chiarello らは，脳性麻痺児の養育者に対する調査か

ら，児童の適応行動に影響を与える因子として，「行
動／感情の問題」，「コミュニケーションの問題」，「学
習の問題」，「健康状態」，「家族のつながり」を指摘
している24）。本研究においても行動面やコミュニケー
ション面が社会適応性の因子として抽出されたこと
は，先行研究を支持する結果となった。また，社会適
応性の評価に関して，服部は社会適応困難が生じる要
因は極めて多面的であり，さまざまな観点から評価を
行う必要があると述べている25）。そのため，本研究の
肢体不自由児における社会適応性の関連要因に関する
研究結果は，本邦における新たな知見を生み出したと
言える。

肢体不自由児のリハビリテーションにおいては，そ
の運動機能に焦点が置かれやすい。そのため，運動機
能が社会適応性のような社会性と関連していることを
念頭にリハビリテーションが勧められてきたが，われ
われの研究結果では運動機能と関連する指標として
用いた GMFCS は有意な因子として抽出されなかっ
た。Chiarello らの脳性麻痺児の適応行動に影響を与
える因子に関する研究では，粗大運動の影響について，
GMFCS レベルⅤのみ言語・学習上の問題の有無にか
かわらず，適応行動尺度の得点が有意に低値であり，
そのほかのレベル間では差が認められなかったと報告
している24）。また，肢体不自由児の社会性に関する先
行研究では，社会性の発達は運動機能ではなく，知能
指数や発達指数と相関していることが明らかとなって
いる10）。ただし，先行研究で評価された社会生活力は
知能指数や発達指数との関連性が強いものの，知的発
達の評価では捉えることができない別の評価尺度であ
ることも確認されている。つまり本研究は，運動機能
と社会性が関連しないという先行研究を支持する結果
であり，肢体不自由児のリハビリテーションにおいて
も運動機能だけでなく，今回抽出された年齢やコミュ
ニケーション能力，問題行動などにも着目すべきであ
ると示唆できる。しかしながら，知能指数や発達指数
を含めた関連要因の抽出結果ではないことから，更な
る検討が必要である。

BI が ASA の総合点と有意な正の相関を示したにも
かかわらず，重回帰分析では因子として抽出されな
かった点に関しては，図の相関図のように，BI の分
散が大きいことが原因と考えられる。全体的な傾向と
しては，ASA の総合点が高くなるにつれて，BI も高
くなることが想定されるが，ASA の総合点が200点以
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上であっても BI が40点を下回る傾向がみられる。ま
た，運動機能の指標として使用した GMFCS は，BI
のみと有意な相関を示した（表４）。つまり，日常生
活動作の指標である BI は，上述した社会生活力との
関連性がみられなかった運動機能との相関が強いこと
も，社会適応能力の因子に抽出されなかった理由と考
えられる。

それに対して，ABLS-C から算出されるコミュニ
ケーションの基盤的な能力が，肢体不自由児における
社会適応能力の関連因子として抽出された。ICF の児
童版である ICF-CY をもとに作成された ABLS-C は，
児童の覚醒度や基本的な言語能力，そして他者と交流
をすることができるかについて４段階の評価を行うこ
とができる17）。多くの児童は満点を取ることができる
評価指標であったが，知的障害などを合併している場
合には得点が低下する。この ABLS-C のβ標準化偏
回帰係数は，ほかの抽出された因子よりも高いことか
ら，このツールにより社会適応性がある程度予測可能
であると推測できる。ただし，ASA の言語スキルの
下位領域は ABLS-C よりもさらに応用的なスキルも
含めた項目になっているが，ABLS-C の項目と重複
する部分もあるため，そのほかの独立変数と比較し
て関連因子として抽出されやすかった可能性も否定
できない。しかし，先行研究では，普通級在籍の脳
性麻痺児のなかでも，言語の障害を合併する児とし
ない児の間に社会参加レベルの有意差を認めた報告
がある26）。そのため，コミュニケーションの基盤的な
能力は ASA の言語スキルだけでなく，そのほかの社
会生活スキルや対人関係スキルにも影響を与える因子
であったと考えられる。つまり，社会適応性は児童の
コミュニケーションを行ううえでの基盤的な能力が求
められるスキルではないかと示唆された。

われわれは以前，親子分離経験という「環境要因」
が脳性麻痺児の社会適応能力にどのような影響を与え
るか検討し，親子分離を経験した群において ASA の
中でも社会生活スキルと対人関係スキルの向上が認め
られたことを報告した13）。この中で親子分離経験群の
採用基準は，親子分離型療育キャンプに参加した児童
とした。しかし，対象児のそれまでの親子分離経験の
回数を考慮していなかったため，実際に「親子分離経
験」という因子がその結果に直接的に影響を与える要
因であったかは定かではなかった。本研究の結果では，
親子分離経験合計日数が相関を示したのは年齢だけで

あり，ASA との相関はみられず，重回帰分析でも因
子として抽出されることはなかった。本研究において，

「環境要因」の指標として使用した親子分離経験合計
日数は，研究対象児の親子分離の経験値とも考えられ
る。以前の研究を踏まえると，親子分離という経験は
即時的な社会適応能力の変化をもたらすが，その経験
値はASAの関連因子には抽出されなかったことから，
親子分離というイベントを経験した量として見ると社
会適応性とは関連しないと考えられる。

問題行動が社会適応性の因子として抽出されたの
に対して，QOL はその因子には抽出されなかった。
問題行動に関しては負の相関であったことから，仮
説どおり問題行動が少ないほど社会適応性が高いと
いう結果であった。脳性麻痺児における Vineland と
SDQ の関連を検討した先行研究では，SDQ の PB の
み Vineland の下位項目すべてと正の相関を認めてお
り，そのほかの下位項目では ES と Vineland の日常
生活スキルと正の相関を示し，HI と Vineland の社会
性に負の相関を示していた7）。本研究では，PB を除
くほかの下位項目を合計した TDS を用いて社会適応
性の要因を検討した結果，負の相関が認められたた
め，先行研究を一部支持する結果を示したと考えられ
る。また，本研究結果では問題行動と QOL において
負の相関が認められたことを踏まえると，肢体不自由
児における SDQ と QOL の下位項目の関係性につい
て今後検討すべきであり，その際には本人の回答によ
る QOL 評価を用いることがより有用であると考えら
れる。

本研究は，肢体不自由児を対象として調査を実施し
たことで，疾患特異性を考慮しなかった。そのため，
脳性麻痺児を対象とした先行研究と比較すると，その
結果に差異が生じる可能性がある。また，ASA の調
査方法における回答者のバイアスを統制するために，
そのほかの指標の調査も本人やセラピストによる回答
ではなく，保護者による回答から測定を行った。近年
の研究では，肢体不自由児の養育者の身体的および精
神的健康に関して，健常児の養育者よりも悪い傾向に
あることが報告されている27，28）。そのため，養育者の
視点から測定された各指標の測定値にはバイアスの影
響が入っていると考えられる。また，養育者と児童本
人の視点における QOL の差異が生じるという知見か
らも，正しい QOL 評価ができていたとは言えない29）。
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Ⅴ．結　　　論

本研究では，これまで脳性麻痺児などの肢体不自
由児を対象としても国際的に広く使用されている
Vineland の面接版を外的基準に，肢体不自由児にお
ける ASA の妥当性を検証した。その結果，いずれ
の下位項目においても中～高等度の相関関係を示し，
ASA の特徴が現れた結果となっていること，肢体不
自由児の特有の相対的な社会適応能力を評価できるこ
とが明らかとなった。そして，肢体不自由児における
社会適応能力の関連因子の検討では，年齢，コミュニ
ケーション能力，問題行動が抽出された。そのため，
肢体不自由児の自立を目標とした個別支援計画を立て
る際には，児童の年齢やコミュニケーション能力，そ
して問題行動などを考慮して，社会適応評価の結果を
解釈する必要性があると考えられる。また，社会適応
や社会参加を含む，社会性のアセスメントツールは単
体で使用することよりも，個人因子や環境因子，また
心身機能・身体構造，活動など ICF の構成要素を評
価できるツールと併用することで，支援ニーズやスキ
ルの獲得状況を把握することができる。そのため，臨
床場面では対象児に合わせて，適切な社会性を測定で
きるツールを使用するべきである。
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〔Summary〕
Assessment of social adaptive ability among children 

with physical disabilities was not yet fixed，and factors 

related to adaptiveness were not explored．Therefore，

this study aimed to investigate the criterion-related 

validity of social adaptive capability tests in children 

with physical disabilities and further identify related 

factors of social adaptability．Correlation analysis was 

conducted using the Asahide Social Adaptation （ASA） 

ability test and the Vineland-II Adaptive Behavior Scale 

（Vineland） as an external criterion for the assessment 

of social adaptive ability in children with physical 

disabilities．In the examination of factors，multiple 

regression analyses using forced-input methods were 

conducted with age，total number of days of parent-

child separation experiences，gross motor function 

classification scale，daily living skills （Barthel Index），
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ability for basic language and communication scale for 

children （ABLS-C），quality of life assessment （Kid-& 

Kiddo-KINDL Parents’Questionnaire KINDL® Japanese 

Version ［KINDL］），and problem behavior assessment 

（Strength and Difficulties Questionnaire ［SDQ］） as 

independent variables．The correlation between 

Vineland’s total adjustment score and total ASA score 

was 0.81，with moderate to high positive correlations 

for sub-items．In addition，multiple regression analysis 

revealed that ABLS-C （β =0.81），age （β =0.21），and 

SDQ （β =－ 0.18） were factors significantly associated 

with social adaptive ability．Thus，the validity study 

found high consistency between tests，confirming that 

the ASA has sufficient criterion-related validity for 

assessing social adaptability in children with physical 

disabilities．An examination of determinants suggested 

that factors such as age，communication skills，

and behavioral problems were more involved than 

environmental factors such as parent-child separation 

experiences．

〔Key words〕

children with physical disabilities，

social-adaptation skill，

ASA Asahide social adaptability test，

communication skill，problematic behavior
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